
第 208 回国会 衆議院 内閣委員会 第 26 号 令和 4 年 5 月 25 日 

堤かなめ議員、大石あきこ議員の質問に、山井和則が答弁(質疑のながれ上、他議員の答弁も含め掲載しています) 

 

○堤委員 立憲民主党の堤かなめでございます。 

 ＡＶ出演被害防止・救済法案について質問いたします。 

 初めに、立憲民主党によるこれまでのＡＶ出演被害問題への取組は、今回取りまとめられた法案にどのように

反映されているのか、お聞きいたします。 

○森山（浩）委員 堤委員にお答えをいたします。 

 本年四月に成年年齢が引き下げられたことにより十八歳、十九歳の者が未成年取消権を行使することができな

くなる、この影響について、現役の高校生のアダルトビデオの被害が増える可能性、これが危惧されると指摘さ

れている問題につきまして、今国会におきまして、まず、立憲民主党所属の塩村あやか議員が参議院の内閣委員

会において質疑を行い、この問題を提起をいたしました。江崎孝議員が参議院の内閣委員会の質疑で、また塩村

議員が決算委員会の質疑におきまして、超党派で議員立法を成立させる必要性を訴えてまいりました。また、衆

議院におきましても、我が党からは、私が本会議で、また本委員会におきましては山井和則議員、堤かなめ議員が

重ねて訴えてまいりました。 

 その後始まった超党派での議員立法各党実務者会合におきまして、立憲民主党からは、与党から示されていた

骨子案に対して、被害者の支援団体など関係団体の方からの意見を尊重しつつ、任意解除権を行使できる期間に

ついて、激変緩和措置として、本法案の施行からしばらくの間は一年から五年に延ばすこと、その期間の起算点

を映像の撮影終了時から性行為映像制作物の公開時に修正すること、公表期間についての制限また無効とする出

演契約等の条項の範囲等について検討事項として明記すること等を主に主張をいたしました。 

 これを受けて、今回取りまとめられたＡＶ出演被害防止・救済法案におきましては、一つ目としては、附則三条

に規定のとおり、任意解除権については、経過措置により、本法案の施行後二年が経過するまでは二年間行使す

ることができ、二つ目として、十三条一項に規定のとおり、任意解除権の行使期間は性行為映像制作物の公表時

から起算され、三つ目として、公表期間についての制限、四つ目として、無効とする出演契約等の条項の範囲等に

ついても検討事項として附則四条二項において明記されるということになりました。 

 大方、我々の要望事項が盛り込まれ、被害の防止及び救済に資する法案とすることができました。まさに、党派

を超えて実現をした法案であるというふうに考えております。 

○堤委員 第十三条第六項では、「出演者を威迫して困惑させてはならない。」とされています。この威迫して困

惑させるとはどのような行為なのでしょうか、また、どのように証明するのか、お聞かせください。 

○森山（浩）委員 他人に対して言語や動作で気勢を示し、その他人を戸惑わせ、どうしてよいか分からなくなる

ような状況に置くことを威迫といいます。例えば、出演者の自宅や実家に大人数で押しかけたり、出演したこと

が親に知られることを恐れている出演者に対して、親に電話をして経緯を話すぞと伝えたりすることにより出演

者を戸惑わせる行為などがこれに該当することとなります。 

 威迫行為があったことは、それがＳＮＳ上などでされればこの記録によって証明することなどが考えられます

が、いずれにせよ、公表後一年、当面は二年ですけれども、以内であれば、出演者は書面等で通知をすることで一

方的に任意解除を行うことが可能であり、出演者側で証明の負担を負うということはありません。御指摘の本法

案第十三条第六項の違反に対しては罰則が設けられており、この適用については出演者が証明の負担を負うもの

ではございません。 

○堤委員 出演者が証明の負担を負うことはないという点は重要だと思います。 

 次に、任意解除によって原状回復義務が発生し、出演者は出演料を返さなくてはならなくなります。これを返

すことができない場合、出演者は解除権を行使できない事態になるのでしょうか、それとも、ならないのでしょ

うか、教えてください。 

○山井委員 重要な御質問をありがとうございます。 

 答弁の前に一言、この間の経緯と御礼を申し上げたいと思います。 



 この議員立法、短期で超党派で作り上げる段に当たりましては、法制局の齋藤部長さん、そして中谷課長さん、

そして内閣府の林局長さんを始めとする、本当にこれは議員と役所と法制局が必死になって作らせていただきま

したし、また、きっかけは、二月以降、ヒューマンライツ・ナウの伊藤和子先生を始めとする方々や、この被害者

支援に取り組むＮＰＯ法人のぱっぷすさんの金尻カズナ理事長さんを始めとする方々が、これは本当に深刻な被

害が広がるということで、党派を超えて訴えられまして、そのことを踏まえて今日に至りました。 

 今いただきました質問についてでありますが、結論から言いますと、出演料の返還は契約解除の条件ではあり

ません。 

 十三条に規定される任意解除は、二項に規定されるとおり、その旨の通知を発したときに効力を生じ、十四条

に規定されるとおり、その効果として、各当事者はその相手方を原状に復させる義務を負うものであります。解

除権を行使するために原状回復義務を履行せねばならないものではないため、出演者は、出演料の返還が直ちに

できない状況であっても契約を解除することができます。つまり、出演料の返還は契約解除の条件ではございま

せん。 

○堤委員 今、山井議員からございましたように、たくさんの方々の御尽力によったということ、また、御批判も

ありましたが、それも含めて、皆さんの意向がこの法案に反映されているのではないかと思っております。 

 それでは次に、出演契約が解除されたときは、例えば制作公表者は制作したＤＶＤの販売を停止したり動画の

配信を停止したりすることになりますけれども、これはいつまでに行われるのでしょうか。よろしくお願いしま

す。 

○森山（浩）委員 すぐです。 

 本法案では、制作公表者が法定の義務に違反した場合の解除権や任意解除権などの解除権が定められており、

この解除権が行使されれば契約関係は解消されることになります。この解除権が行使されれば、その効果として、

すぐにＤＶＤの販売を停止したり動画の配信を停止するべきものとなります。 

○堤委員 すぐにということでございますね。 

 それでは、附則三条では、法施行から二年間は任意解除権の行使可能期間を一年から二年に延ばす特例が設け

られていますが、その趣旨は何か、教えてください。 

○山井委員 任意解除権は強力な権利でありまして、被害者を守ることができる最強の武器であります。 

 この解除権の行使も含めて、出演者の相談に応じる体制を整備し、出演者が相談できることが広く知られるよ

うになるには一定の時間が必要であります。そのため、制度が広く周知され、相談体制の整備が図られるまでの

暫定的な措置として、施行後二年間は解除期間を一年から二年間に延長しております。 

○堤委員 先ほどもございましたが、十分な周知、是非よろしくお願いします。 

 また、任意解除権は、性行為映像制作物の公表が行われた日から一年が経過したら行使できなくなります。悪

質な事業者であれば、巧妙な手口で出演者に解除権を行使させないようにして一年が経過してしまうような懸念

があるのではないかと思いますが、いかがでしょうか。 

○森山（浩）委員 御指摘のとおり、悪質な事業者が巧妙な手口で出演者に任意解除権を行使させないようにし

て、性行為映像制作物の公表が行われた日から一年が経過してしまうといった事態も想定をされ得ます。 

 そこで、本法案では、出演者が、制作公表者等による不実告知により誤認をし、又は制作公表者等による威迫に

より困惑し、先ほど申し上げました、これらによって性行為映像制作物の公表が行われた日から一年を経過する

までに任意解除をしなかった場合には、当該出演者が当該制作公表者等から任意解除をすることができる旨を記

載した書面を受領した日から一年を経過するまでは、なお任意解除をすることができるとしております。 

 すなわち、悪質な事業者が不実告知や威迫、困惑行為によって出演者に任意解除権を行使させないようにして

も出演者の任意解除権は消滅しないこととして、出演者の保護を図っているところでございます。 

 また、本法案は、そもそも十三条五項、六項におきまして、そのような制作公表者等による任意解除妨害目的の

不実告知及び威迫、困惑行為を明確に禁止をし、その違反に対しては二十条において三年以下の懲役又は三百万

円以下の罰金という重い刑を科すことにしており、当該行為に対しては強い抑止効果が働くものと考えておりま

す。 



○堤委員 今お答えありましたように、任意解除権は強力な武器でございますけれども、ＡＶ出演被害を受けた

人が実際に行使することができなければ、絵に描いた餅となってしまいます。 

 法律、契約といったことに詳しくない人でも容易に解除権を行使できるような工夫、支援が必要だと思います

が、いかがでしょうか。 

○山井委員 おっしゃるとおりであります。容易に解除権が行使できるような工夫、支援、さらに、この問題につ

いての周知、広報が、法案について必要だと考えております。 

 そこで、この法案が成立した場合における法律の所管官庁には、ＡＶ出演契約をした人が容易に解除権を行使

することができるよう、法律についてＱアンドＡの形で解説したものを役所のホームページを含め公表したり、

解除権を行使するための書面のひな形を作成して、これも公表するなどの具体的な工夫、支援の措置を求めたい

と考えております。 

 例えば、私も先週、こちらにございますけれども、ぱっぷすさんが編集された「ポルノ被害の声を聞く」という

本がございますけれども、こういう本を読ませていただき、被害の実態、問題点、そういうものについて私も学ば

せていただきました。 

○堤委員 法律についてＱアンドＡの形で解説したものを公表したり、解除権を行使するための書面のひな形、

これは大変大事だと思います。そういったものを公表していただくということで、是非よろしくお願いいたしま

す。 

 法案附則第四条は、法施行後二年以内の検討を規定し、同条第二項では、検討事項として性行為映像制作物の

公表期間の制限が特に例示されています。この趣旨を御説明ください。 

○山井委員 これは非常に重要な検討事項であります。いわゆる忘れられる権利というものでございます。一度

販売されたアダルトビデオが永遠に公開、拡散され、デジタルタトゥーとなるということは何としても防ぐべき

であるとの考えから、この検討規定に入れさせていただきました。 

 この項目は私たちの修正要望により追加されたものでありますが、その内容は、出演契約の締結時に定めるこ

ととしている性行為映像制作物の公表の期間について、○○年以内としなければならない旨の規定を設けること

で、いわゆる忘れられる権利を保護する措置について規定を設けることの可否について検討を行う規定をしたも

のであります。 

○堤委員 忘れられる権利、これも大変重要だと思っております。是非、検討をお願いいたします。 
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○大石委員 このように、ＡＶに関しては年齢制限に特化した個別法がなかったから立法化に至らなかったとい

うようなことをおっしゃっていると思うんですけれども、数年あったということで、これは非常に大きな問題で、

みんなでばたばたして超党派で作ったということですから、なぜ自民党や公明党、与党の方々がこれを数年かけ

て放置していたのか、個別法がなかったからというのが問題になるのかというのは非常におかしな話で、まずそ

こを追及するべきではないのかなというふうに思うんですね。 

 次に、山井議員にお伺いしたいと思います。 

 そういった話なんですけれども、十八歳、十九歳の取消権を維持するという意味では、先ほどから聞きました

飲酒や喫煙を禁じる立法経緯に倣って、取消権を従来どおり保障する救済立法を優先するべきではないですか。

今回の法案作りは、その意味でも拙速ではないでしょうか。 

○山井委員 大石議員の御質問にお答えを申し上げます。 

 私たちも、十八歳、十九歳の未成年者取消権がなくなるということで、その懸念の声を受けて動き出したとい

うことは事実であります。 

 ただ、是非御理解いただきたいのは、超党派で議論した結果、二十歳以上も二年間無条件で撮影そしてＡＶ販



売を停止できる、回収できる、解除できるということで、結果的にはよくなったんですね。十八、十九だけ取消権

存続と言っていたのが、二十歳以上も含めて全年齢になってよくなったということは、是非御理解をいただきた

いと思います。 

 そして、あるＡＶ等のこういう被害者の方からも今回の法案について御意見をいただきました。短いですが、

ちょっと読み上げさせていただきます。私は被害者であり、支援の場にいます、周りの子は、法律がないから、被

害と言えず、命を絶った子もいます、そもそも、裸にならなきゃ生きていけない日本はおかしいと思います、私た

ちの最後のとりでは法律なんです。ということで、被害を受けて無念のうちに自死された方も残念ながらおられ

るわけです。 

 そういう中で、超党派で、現時点でまとめられる形で一刻も早く、武器である取消しをできるための法律を作

りたいというのが今回の趣旨でありますので、十八歳、十九歳の議論から始まりましたけれども、結果的には全

年齢に広がって非常によかったということを御理解いただければと思います。 

○大石委員 全体としてはよくなったと。だけれども、個別には、救済できなかった部分、又は被害がもしかした

ら拡大する部分、又は本質的に解決していない部分、そういったものが様々残されていると思うんですね。 

 山井議員にもう少しお伺いしたいんですけれども、一つ問題になっているのが、性交禁止、そもそも、性交を含

むＡＶ、いわゆる本番と言われるものですけれども、そういった性交自体を禁止する規定というものも少なくと

も今後考えていかなければならないと思うんですけれども、山井議員が今後の見直しとか改定というところで盛

り込みたいなというところに性交禁止規定は入っていますか。シンプルにお答えください。 

○山井委員 まず、答弁の前提で申し上げますが、今日は超党派の実務者、発議者で答弁をいたしますので、私個

人はという見解はここでは申し述べることはできないということを前置きをさせていただいております。 

 それで、性交禁止の規定は入っているかということでありますけれども、御存じのように、私がこの場で答弁

をすることが適当であるのは、検討規定として、今後どういうことがこの法案では検討すべきということになっ

ているかということであると思いますが、附則第四条二項においては、性行為映像制作物の公表の期間の制限及

び無効とする出演契約等の条項の範囲その他の出演契約等に関する特則の在り方について検討するということに

なっております。これは私の個人的な見解ではなく、ここの発議者全員の統一見解であります。 

 これらについては、第一項において、この法律の施行状況等を勘案して、検討が加えられ、その結果に基づいて

必要な措置が講じられるものとされており、まさに、本法案を御審議いただいている現段階においては、本法案

の規定に基づいて検討事項の内容を先取りするということはできませんが、本法施行後において、施行状況等を

的確に把握し、必要な検討が行われることについて、政府とともに、私たち立法府もこれをフォローしてまいり

たいと思います。 

○大石委員 ありがとうございます。 

 性交禁止についても検討するよということが附則に入っているというふうにお答えになったんでしょうか。 

 この法案に付随する決議というものが、ここで質疑の対象にできるか分からないんですけれども、昨夜に、共

産党の、その決議案の修正の過程で、性交禁止も検討を行い必要な措置を講じることというふうに修正案を共産

党が入れておられたと聞いているんですけれども、その、性交禁止も含め検討の、性交禁止も含めが消されてい

るんですけれども、これは、性交禁止の検討を行わないということかなというふうに思ったんですけれども、そ

れについて経緯は御説明いただけますか。与党の方がそのようにされたんでしょうか。 

 どなたに聞いていいか分からないんですけれども、決議案に関して、共産党の、性交禁止も含めをあえて消し

て完成させたという経緯について説明を知りたいんですけれども。 

○宮崎委員 お答えいたします。 

 今の御質問は、この後出てくるであろう決議案についての検討の状況について御発言になっているかと思いま

すけれども、私ども発議者では、その経緯については承知をしていないということでございます。 

○大石委員 じゃ、いつ、これ、なぜ消えたのかということを議論できるのかなということを不思議に思うんで

すね。 

 ここの委員会でそういったルールを御存じの方は、何を言っているんだという話かもしれませんけれども、こ



ういう、性交禁止も含めて検討と言われていたのがわざわざ消されているのは、これはどういう経緯なんですか

というのは結構重大だと思うんですよね。それが聞けないというのは、この運営自体がおかしいんじゃないかと

思うんですよ。 

 そのことについてもっと言いたいんですけれども、本日、この質疑を行うに当たり、法案に賛成するならこの

質疑ができるという機会が私に与えられたんですね、れいわ新選組に与えられたんですよ。だから、当初反対を

検討していたんですけれども、反対なら質疑の機会がないですよと言われたんですね。 

 これはどういうことなんでしょうか。だって、先ほどから、議員も含めて、この法案は決して完璧ではない、賛

否両論もありますし、救済できる部分、できない部分、あるいは拡大させてしまうおそれというものも広く議論

しなければいけない。むしろ、反対という内容について積極的に質疑がなされないと、この法案がよりよくなら

ないはずなんですけれども、反対なら質疑の機会ないでって言われているのは、これはどういうことなんですか。 

 どういうことなのかというのは、何か、前例だとか、委員会の、委員長提案法だからそうだよとか、世の中の人

にはよく分からないルールで、あなた、反対するなら質疑の機会ありません、最後に反対で座っておくだけだ、反

対の立場なら、この二十分がもらえるというので、今、実際、賛成の立場で、ここに、質疑に立っているわけなん

ですよね。 

 かつ、この賛成の質疑の機会も、前例がないから画期的なことやぞみたいに言われているわけなんですよ。多

くの方は分からないでしょうけれども、委員会の理事会というのがあって、陪席出席という、本来出席権のない

者ですね、私たちれいわ新選組です。陪席出席を許されているだけの少数会派は、元々発言の機会がない、この質

疑も本来は別に与えなくてもいいんだよ、与えないのだが、全会派一致の賛成ならば前例の枠を超えて発言機会

を認めていいという話だったので、究極の選択で、政治判断して、賛成の立場で今ここに立って二十分の質疑を

しているわけです。 

 でも、これって、国民の方にとっては、何のこっちゃという話だと思うんですね。少数会派であっても一人の議

員であり、委員ですから、そして、この法案、様々、賛成、反対入り交じる法案ですから、積極的に、前例がなか

ろうとも、反対でも質疑させるべきじゃないかと、なぜならなかったんですか。 

 それって、賛成なら質疑させてやるだったら、れいわの態度を縛っているじゃないですか、実際にこれは賛成

の立場で立っていますから。だけれども、質疑で納得いかなかったら、それでも反対しますけれどもね。それは質

疑の意味がないじゃないですか、あらかじめ賛成の立場で、絶対賛成しろよということだったら。それがずっと

当たり前になっちゃっているという、そういうおかしな国会だと思うんですよ。 

 前例がないからということで、今回やむなく賛成の立場でここに立っていますし、法案全体としては、年齢を

問わず全体として救済の武器になる、その可能性は大きく評価できると考えました。 

 しかしながら、まだ質疑や様々意見を聞いていない段階で、賛成でも反対でも同じように質疑の機会を与えら

れるというのは当然のことだと考えますので、このような、質疑に、賛成でないと縛りが、なかった、縛りという

か、それは権利なんだみたいなやり方というのは是非見直すべきだと思いますし、皆さんにも共に考えていただ

きたいと思います。（発言する者あり） 

○上野委員長 御静粛にお願いします。 

○大石委員 静粛にお願いします。 

 質問を続けたいと思うんですけれども、本法案の採決後に、附帯決議の採決が行われると思います。その取り

まとめの過程で、第三項に、ＡＶ出演被害者に対する適切な支援を行うため、被害の実態調査を実施することと

いう文言があると承知しております。 

 この附帯決議のことは聞けないと先ほどおっしゃられたので、つまり、この附帯決議があるということは、こ

の法案は実態調査をしていないですよねということを言いたいんですけれども、この法案は実態把握をしないま

ま作られたということが、附帯決議の結果として、決議案の結果として露呈していると思うんですけれども、実

際、実態把握をされたんでしょうか。山井議員にお伺いしたいと思います。 

○山井委員 附帯決議のことは今ここでは議論できないという前提ですけれども、先日も私、厚生労働委員会で、

実態調査を早急にやってくれと言いました。 



 それは、二年後の見直しに向けて、また、この法案ができたことによって被害者が、まあ減るとは期待していま

すけれども、万が一違った形で増えるとか、そういう二年後の見直しに向けて、私たちがこの法案の足らざる点、

そしてよかった点を早急に検証するという意味で、この実態調査をすべきということを先日も私は厚労委員会で

も質問いたしましたし、さらに、令和二年の三月実施でＡＶ強要についての調査が行われておりまして、その中

で、内閣府によって、非常に深刻な被害が出ているという実態は既に把握をされております。 

 加えますと、最初は三年後の見直しとなっておりましたけれども、二年後の見直しになって、最終的には二年

以内の見直しと私たちさせていただきました。 

 その理由は、今、大石議員も指摘されましたように、様々な問題点が出てきたときに、実態を把握して早急に早

急に被害を食い止められるようにということで、二年以内の見直しとさせていただきましたので、実態を今把握

していない、分かっていないということじゃなくて、今後、実態を把握して早急に見直しにつなげるという、前向

きに御理解いただければと思います。 

○大石委員 そうですね、時間がない中というのはあると思います。しかしながら、キャンセルできる期間とい

うところで、一か月だとか四か月というのが画期的なんだということを、実態把握をしていなかったり、又は当

事者でない方々が我が物顔で画期的なんだと言う光景というのは、私は非常に違和感を感じました。 

 そういった当事者の意見というものが反映されていない、反映し切っていない法案だという限界を真摯に受け

止めるべきですし、ましてや、この附帯決議案、ここでの議論の対象外としつこく言われるんですけれども、こう

いうところから明らかになるわけじゃないですか。共産党が性交禁止も含め検討を行えという願いを込めて入れ

たところを削除したりしているわけですから。 

 だから、この超党派で行われていることというのが本当に当事者の救済になるのかということには非常に疑問

がありますが、これは、年齢を問わず全体として救済しなければいけないという、世の中の、国会の外の声という

ものが一定反映された法律なのであろうというふうに私は受け止めますし、山井議員に結構言いましたけれども、

すごく救済したいという思いというものは、様々個別にも伺っていて、うそではないというふうには感じました。 

 しかしながら、もっともっと謙虚になるべきだというところからは、今回、質疑を限定的な形で与えられたと

いう事実ですとか、この附帯決議に見られるような、性交そのものを合法化して商品化しているという、この余

りにもおかしくなっている社会そのものにメスを入れるというところには非常に遠いと思います。 

 そして、これを質疑に入れるということに、またいろいろありそうですけれども、わざわざ性交禁止規定を検

討しようと入れたものを削除するという附帯決議には私は反対します。 

 私の質問は以上です。ありがとうございました。 


